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２．対象・目

年

的・内容
二次予防事業対象者のうち、心身の状況等の理由により通所型介護予防事業への参加が困難な方に対して、保健師
、栄養士、歯科衛生士等の専門職が居宅を訪問し、必要な相談・指導等を行う事により生活機能の向

度

上を図る。

事 業 概 要

市内に住所を有する二次予防事業対象者（省令が定める基準の生活機能低下が見られる高齢者）
事業の対象

（誰・何を）

生活機能低下が見られる二次予防事業対象者が、要介護状態になることを予防する

　

ために該当者宅を訪問し指導す
事業の目的 ることにより、生活機能の向上を図る。

（どういう状態
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ない状態である。事業を継続する必要性が見られないため廃止すべきである。
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　二次予防事業の対象者で、訪問を希望する方に対して実施している。個別通知や、電話で対象者に勧奨をしたが
実績・成果 希望者がなかった。

　
等 の 説 明

６．評価
評 価 事業

　

の優先度(緊急性) 1 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 5

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 改善・見直し

次 総合評価
　個別通知、電話連絡と二重の個別勧奨を行ってきた

当

が、事業参加希望が少なく、23年度からは２年続けて参加者

評 がなかった。

説 明 　生活機能の低下はあっても日常生活に支障がほとんどないのが二次予防事業対象者の特徴でもあるため、訪問で

価 の介護予防の指導を希望

初

する者は非常に少ない。
　一次予防事業で啓発をすすめながら継続し、事業効果向上が期待できない場合は、廃止を含めた検討をする。

評 価 事業の優先度(緊急性) 1 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサ

予

ービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 2 市民ニーズの把握 1
事 業 の 休止・廃止

次 総合評価
　対象者は生活機能の低下があっても日常生活に支障がない人がほとんどであり、訪問での介護予防指導を希望す

評 る人も２年連続で


